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２０１２年度の主なたたかいの経過と総括（案） 

 

Ⅰ はじめに 

全港湾は、第８３回定期全国大会で決定した２０１２・１３年度運動方針にもとづき、「①新自

由主義による規制緩和、競争社会に反対し、貧困をなくし、格差社会を是正する。②港湾産業、運

輸産業における産別運動を強化するとともに、地域共闘、課題別共闘を重視し、たたかう労働戦線

の再構築を図る。③働く者の立場に立った政治の実現のためにたたかう。④全港湾を強く大きくす

る。」ことをたたかってきました。 

２０１２年秋年末では、港湾年金の登録の開始、港労法問題労使検討委員会の取り組み、料金問

題ＷＧの取り組みなど春闘確認事項の履行、具体化の取り組みを進めてきました。そのなかで港湾

年金は２月から登録作業が再開することができました。 

２０１２年１２月１６日の総選挙で民主党は壊滅的敗北を喫し、自民・公明による第二次安倍内

閣が発足しました。安倍内閣は、小泉政権の構造改革政策が格差、貧困の拡大をもたらしたことの

失敗に対する反省もなく、金融緩和、公共投資の拡大、産業・労働分野の規制緩和を三本の矢とし

て構造改革政策を推進してきました。港湾においては、戦略港湾や港湾運営の民営化策が表面化し、

港湾法の一部改正も行われました。港湾法の一部改正については、付帯決議を上げさせるなどの取

り組みを進めてきました。 

２０１３年春闘を組織するに当たっては「①震災・原発事故とデフレ不況の厳しい情勢を跳ね返

し、雇用職域確保、賃金労働条件の引き上げ②産別制度政策要求のたたかい③脱原発、ＴＰＰ反対

をはじめとした国民的諸課題の取り組み④組織の拡大」を掲げて春闘をたたいました。 

以下、２０１２年度の主なたたかいの経過と総括について提起します。（詳細は別冊の「一般活

動報告書」に収録してあります。 

 

Ⅱ ２０１２年秋年末闘争 

２０１２年秋年末闘争の経過と総括については、第３４回中央委員会において討議しています。

ここでは、その要点について記載しました。 

１ 冬季一時金闘争 

(１) たたかいの経過 

① 各地方は、第２回中執で決定した昨年同季の率・額を下回らない要求設定を行い、１０月

１５日から１１月８日までに要求書を提出しました。 

② １２月１４日現在、闘争分会全体では３６２分会中の２８１分会（７８％）に有額回答が

示されました。回答額平均は４６２、３３５円で、昨年同時期の４３５、０９１円を２７、
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２４４円上回る結果となりました。率では１．６０ヶ月となりました。妥結額平均は、４

６３、０５６円となり、昨年実績４２９、５０３円を３３、５５３円上回る結果となりま

した。 

③ 連合（１２月５日現在）の集計では、加重平均６７９、４１９円で、昨年同時期の６８０、

４４７円を１７、０８９円下回っています。国民春闘共闘（１２月６日現在）の集計では、

加重平均７１６、２３１円で、昨年同時期の６７０、１６８円を４６、０６３円上回って

います。 

(２) たたかいの総括 

① 回答額平均は４６２、３３５円、妥結額平均は４６３、０５６円、率は１．７１ヶ月とな

り、速報分会に限れば、東日本大震災、リーマンショック以前の回答水準を回復しました。

トラックについても２００４年以来８年ぶりに前年金額を上回ることができました。組合

員の団結とたたかいが作り出した成果です。しかし、労働組合の組織率はより低下し、非

正規など労働者全体の生活水準は低下しています。産別、地域運動の強化が求められてい

ます。 

 

２ 秋年末における到達闘争 

いくつかの地方で定年延長の取り組みを行いましたが、秋年末では解決せずに春闘の統一

闘争に引き継がれました。 

 

Ⅲ ２０１３年春闘 

１ 全産業の取り組み 

(１) 安倍首相が２月に日本経団連に対し賃上げ要請をおこない、その後の動向が注目されていまし

たが、流通業のセブン＆アイ・ホールディングスが賃上げ実施、イトーヨーカ堂がベア実施（９

０７円）に踏み切るなど、賃金引き上げの動きが出てきました。 

しかし、５月１０日経団連の集計によれば、２３業種３０７社のうち１９３社の加重平均は

１．５９％６、３６５円昨年の同時期と率で０．３４％減、額で１、１１６円減となり、昭和

３１年の春闘開始以来、最低の賃上げ率となりました。 

(２) 連合は１２月の中央委員会において、「１％を目安に適正な賃金配分」とする要求を決定しま

した。３月１３日の集中回答日では、トヨタ自動車が一時金で昨年の妥結額を２７万円上回る

５カ月プラス３０万円（組合員平均２０５万円、年収換算で５．５％増）の満額回答、ホンダ

が０．９カ月増の５．９カ月、日産自動車が０．２カ月増の５．５カ月で、マツダを除く自動

車大手は一時金満額回答を得ました。電機大手は、日立、東芝、三菱電機、ＮＥＣ等が定昇を

維持となっています。 

５月１０日発表の第５回回答集計では、平均賃金方式で５、０４４円、１．７７％、昨年同
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時期と比較すると額で７４円、率で０．０２％増となりました。連合中小共闘が５月１０日発

表した第５回回答集計では、平均賃金方式で３、９０４円、１．６２％、昨年同時期と比較す

ると額で５５円減、率で０．０１％減となっています。 

(３) 国民春闘共闘が５月１６日発表した第６回回答集計では、加重平均で５、９５３円、２．０２％、

昨年同時期より額で５３２円、率で０．１９％上回っています。 

(４) けんり春闘は１月２４日１００名の参加で発足集会を開催しました。中小春闘の山場として、

４月９日中央行動として、経団連前２５０名で要請行動を取り組みました。 

(５) 交運労協は政策要求を２月１９日の幹事会で決定し、３月１４日に国交省に提出しました。３

月８日には４００名の結集で春闘決起集会を開催しました。４月８日には国交省港湾局関係交

渉を行い、４月１０日国交省自動車局交渉を行いました。 

 

２ 全国港湾各単組の取り組み 

(１) 全国港湾の各組合の要求はつぎのとおりです。日港労連と港運同盟で構成する港荷労協は２０、

０００円、検数労連は一律１５、０００円、検定労連の海事検定が平均で１２、１６２円、新

検が平均で１１、６７０円、大港労組が２０、０００円、全倉運は３％＋αでした。 

(２) 全港湾、全倉運以外の全国港湾の各組合は、回答指定日を決定せずに要求し、４月中旬に

ずれ込むことも想定した長期闘争を意識した取り組みをすすめました。全国港湾は「産別制度

と個別賃上げを結合した取り組み」として、例年以上に制度交渉と個別賃金の結合を強調した

方針を打ち出しました。 

(３) 港荷労協の交渉は２月２１日１、０００円の回答が示された後、４回の交渉が行われ上積

み回答はありませんでした。３月２９日４、０００円の回答があり、４月３日に４、８００円

で妥結しました。大港労組は４月４日に、４、８００円で妥結しました。 

(４) ４月１２日日検が４、８０８円、全検Ａ職が４、８４８円で妥結、検定は４月１１日海事

検定が４、９１１円、４月１２日新検が４７９８円で解決しました。全倉運は４月２２日時点

で１０単組が終結したものの、多くの組合が交渉中で、４月２２日時点の回答額は加重平均４

３８１円となっています。 

 

３ 全港湾の取り組み 

(１) 全港湾は、１２月の深刻なデフレ状況の中で方針討議をすすめてきましたが、今年に入って安

倍政権のインフレ政策が明らかになり、円安・株高がすすむなど情勢が変化したため、要求額

の設定では多くの議論がありました。２月１３日、１４日に開催した第３４回中央委員会で基

本給一律１０、０００円引き上げと定年延長６５歳の全国統一要求を決定し、昨年以上を獲得

するためのたたかう決意を確認しました。各地方、支部は３月８日までに要求書を提出しまし

た。 
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(２) ３月１６日に第６回中央執行委員会を開催し、３月２９日の時限ストの取り組みと定年延長の

取り組みについて確認をしました。３月２７日に第７回中央執行委員会を開催し、４月５日の

未解決支部・分会の統一行動を確認するとともに、全国港湾の制度闘争が解決するまでは、全

港湾の要求が解決しても、たたかう体制を維持し、全国港湾の指示に基づき行動していくこと

を確認しました。 

(３) ３月２９日の２時間の時限ストライキを背景に、３月２８日の回答指定日前段から交渉をすす

めてきました。２８日は３６３分会中１０４分会（２８％）に有額回答が示され、回答額平均

は２、９９５円、率で１．０９％、昨年同時期と比べ９０円の減となりました。妥結額平均は

３、２２５円（有額回答を得た分会中の５３％が妥結）となっています。 

全港湾統一要求に掲げた６５歳までの定年延長についても、各地方、精力的に交渉をおこな

いました。 

(４) ５月８日現在、３６３分会中２７３分会（７５％）に有額回答が示され、回答額平均は３、１

８２円、率で１．１２％、昨年同時期と比べ２７５円上回っています。妥結額平均は３、２５

３円（有額回答を得た分会中の９０％が妥結）となっています。ほぼ、震災・リーマンショッ

ク以前の水準に達した金額となりました。しかし妥結額平均の中身は、昨年ゼロ回答の分会が

有額回答を引き出したことなどで金額を押し上げたものであり、多くの分会で実際の妥結金額

は昨年並みとなっています。 

職種別に見ると、港湾職種では回答額平均が３、６２４円で昨年同時期と比べて３５１円の

増、トラック職種では回答額平均が１、５５８円で昨年同時期と比べて１０２円の増、一般職

種では回答額平均が２、７６４円で昨年同時期と比べて３８４円の減となっています。 

(５) 神戸支部山陽バス分会は、全国的に私鉄のバス部門分社化が進むなか、分社化による賃金や年

間休日などの労働条件引き下げに苦しむ山陽バス㈱の運転手約１４０人が、２０１２年１１月

に神戸支部に加入することによって結成されました。 

神戸支部は、１３春闘の団体交渉で「運転手が身体を休められるように、７３日の年間休日

を１０４日にせよ」と求めてきましたが、会社は一貫して改善に後ろ向きで、４月４日の第７

回団体交渉で交渉は決裂しました。 

５月１５日、山陽バス㈱において始発からストライキを決行、全港湾関西地本の仲間、地域

の仲間も駆けつけ、総勢２４０人が参加するストライキ闘争となりました。警察の異常な介入

で、支援の仲間が逮捕されるという事態にも発展しましたが、スト突入後５時間が経過して、

ようやく会社が組合と話し合いの場を持ち、ストライキを解除しました。 

その後、３回の事務折衝を行ったうえ、６月２１日に団体交渉をもち、会社からの正式な回

答を受けました。回答は、「年間休日を８７日とし、特別有給休日を新たに３日加える」とい

うもので、「８月からスタートしたい」ということでした。要求の１０４日に届かない回答で

すが、春闘期に回答があった特別有給休日３日を加え、年間休日が９３日となることから、「ス
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タート後も事務折衝、交渉を繰り返し、可能な限り年間休日を増やしていくこと」を前提に合

意しました。 

 

４ 定年延長などの取り組み 

(１) 本年４月からは年金支給年齢が段階的に引き上げられ、６０歳以降、無年金状態となるために、

定年後の生活確保は緊急課題でした。具体的には、個別企業における定年延長の取り組みが急

務であり、全港湾は２０１３春闘の統一要求として取り組みました。また、全国港湾としても、

産別課題として６５歳までの定年延長を日港協に要求しました。 

(２) 定年延長について３年前から取り組みをすすめてきた関西地方大阪支部は、一昨年から小委員

会交渉をすすめてきました。その結果、６１歳までの定年延長について、争議中の分会などを

除きおおむね全分会で４月２３日に妥結し、支部と統一協定を締結しました。賃金は６０歳時

賃金の８５％から１００％で確認しました。 

(３) 秋年末闘争から定年延長要求を取り組んでいた東北地本は、３月６日からの無期限時間外拒

否・休日出勤拒否を通告する中で、３月４日に継続雇用として妥結しました。条件は「①６０

歳以降６５歳までの賃金を６０歳時の賃金の８５％、②年休も含め休日については６０歳まで

の条件を同一にする③すでに雇用延長に入っている労働者の賃金は６０歳賃金の７５％とす

る」などです。 

(４) ３月２８日の回答指定日には各地方で定年延長についての交渉が行われましたが、多くの地方

が６５歳まで雇用を確保するものの、定年延長については継続協議となっています。 

(５) （一般社団法人）全日検、（一般社団法人）日本貨物検数協会に対し、２月２８日定年延長、

指定事業体、産別協定などの事項について中央交渉を行うよう申し入れました。 

全日検は４月５日まで４度にわたって中央交渉を行うものの、不誠実な回答に終始したため

に決裂しました。４月１２日始業時からの時限ストライキ通告の中で、４月１１日に「①定年

延長について産別協定に準じた協定の締結②無年金者に対する当面の措置として一ヶ月平均２

５、０００円の補てん制度の確立」で合意しました。 

日本貨物検数協会は、当初中央交渉の前例はないとして交渉に難色を示しました。名古屋支

部日検分会へのオルグなどたたかう体制を確立する中で、３月２６日の中央交渉で「①定年延

長などについての中央協議②１２年１２月に確認した補てん制度の活用」などで合意し、４月

１２日に調印しました。 

(６) 全日検、日本貨物検数協会に対し、昨年１１月に改正派遣法に基づく申し入れを行い、１３春

闘で上記申し入れ事項による交渉をすすめてきました。その結果、指定事業体について中央交

渉をすることは合意しましたが、具体的には継続協議との確認にとどまっています。 

 

５ たたかいの総括 
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(１) 連合の春季生活改善闘争における賃金闘争は「産別自決」を基本に取り組まれていますが、大

手の企業別賃金交渉が主体です。その結果、ベアなし定昇確保、定昇＋なにがし
．．．．

ということで、

多くの組合が終結しています。実質の賃金引き上げ金額の非公式発表はあるものの明確になり

ません。多くの労働者、中小労働者の目標となる金額が明確にならない、相場のない春闘とな

っています。 

また、業績は一時金に反映させるとしていますが、一時金ほど大手と中小、元請けと下請け、

正規と非正規の格差が大きいのが実態です。まさに春闘は全労働者の生活改善のたたかいから、

一部大手企業労働者だけの改善にとどまってしまうほど後退しています。政府の賃金引き上げ

要請も形式でしかありませんでした。中小労働者、非正規労働者も含めた労働者全体の生活改

善をめざす春闘の再構築が求められています。 

(２) 港荷労協や検数などの賃金交渉は、中央団交での制度要求の交渉と並行して取り組まれました。

３月２９日制度要求についてほぼ合意に達した時点でも、全国港湾はストライキを解除せずに、

適正料金支払いに関する協定の検証として未解決組合の賃金交渉を支えました。 

(３) 全港湾は、回答指定日を重視して取り組んできており３月２８日に有額回答や妥結が集中しま

したが、金額は昨年並みにとどまりました。産別最賃から基準賃金に到達する賃金カーブを確

保するための賃上げには届かず、大手労組の定期昇給と比較しても低い金額となりました。安

倍政権のインフレ政策によって、物価上昇が生活を直撃します。来春闘に向けたたかう体制の

強化が求められています。 

(４) 中央委員会において、安倍政権のインフレ政策に対し、例年以上のたたかいを取り組むことが

確認されました。しかし昨年並みをベースとしたたたかいに終始したのが実態です。要求額の

引き上げをはじめ、集団交渉の強化、統一闘争の強化、妥結時における上部組織の指導など、

例年以上のたたかいについて、充分な大衆討議を行い、「自らの力で賃金引き上げをたたかい

取る」という春闘のたたかう体制の構築が求められています。 

(５) 高年齢者雇用安定法では、定年延長や定年制の廃止とともに「継続雇用」をみとめており、高

年齢者雇用安定法は高年齢者の労働条件改善につながってはいません。そのような状況のなか

でしたが、６５歳までの定年延長を１３春闘統一要求として取り組むことができました。一部

の地方・支部が労働条件の引き上げを実現したものの、ほとんどの地方が、定年延長について

は継続協議にとどまりました。６５歳定年延長の確認、現行労使協定の前進という中央委員会

の確認からすれば十分な成果とはいえません。 

 

Ⅳ 夏季一時金闘争 

１ 要求と主なたたかい 

夏季一時金闘争は、昨年同期の率・額を下回らない要求を地方ごとに決定して要求すること

にしました。各地方は、要求を６月上旬に提出し、交渉日を設定し６月下旬を解決目標にたた
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かいました。７月１２日までに全分会の中で７７％の分会に回答があり、そのうち９４％の分

会が妥結しました。 

 

２ たたかいの結果 

（１）７月１２日現在、１４８速報分会中１３３分会（８９％）に有額回答が示され、速報分会の

回答額平均は４７２、５７９円（１．６２か月）となっています。回答を受けた分会のうち

１２７分会（９５％）が妥結し、妥結額平均は４７５、５０４円となっています。〔参考：

速報分会の２０１２年妥結額実績は４７８、３０８円、２０１１年妥結額実績は４２３、６

３８円〕 

（２）全闘争分会で見ると、３５０闘争分会中２６９分会（７７％）に有額回答が示され、闘争分

会の回答額平均は４４６、００６円（昨年同時期の回答額４３９、３３１円を３、２０４円

上回っている）となっています。回答を受けた分会のうち２５２分会（９４％）が妥結し、

妥結額平均は４５２、３２３円となっています。〔参考：闘争分会の２０１２年妥結額実績

は４５０、５７７円、２０１１年妥結額実績は、４０１、６９９円〕 

（３）職種別で見ると、港湾職種の回答額平均は４８１、２４５円（昨年同時期の回答額４７７、

２９５円を３、９５０円上回っている）、トラック職種の回答額平均は２９２、７８０円（昨

年同時期の回答額２８０、２４０円を１２、５４０円上回っている）、一般職種の回答額平

均は４１４、９８０円（昨年同時期の回答額４３４、７３８円を１９、７５８円下回ってい

る）となっています。 

 

３ 他労組の状況 

検数労連は６月２６日に妥結し、全日検は（Ａ・Ｂ職平均）３４７、７９５円＋α、

日検は４６２、２８２円＋αで妥結しました。検定労連は、新日検が６月１８日に平均

６５０、０００円、海事検定が７月８日に７００、０００円＋αで妥結しました。全倉

運は６月２８日現在３１組合が妥結し、加重平均で６８５、５２１円（２．４８６ヶ月）

となっています。 

経団連が５月３０日発表した、２０１３年夏季賞与・一時金の大手企業業種別妥結状

況（加重平均）の第１回集計によると、調査対象（２１業種２４０社）のうち、１６業

種１３２社（５５％）で妥結しています。このうち、平均額がわかっている１３業種６

４社の総平均額は８４６、３７６円です。前年の妥結額（７８８、３１６円）と比べて、

額・率ともにプラス（５８、０６０円増、７．３７％増）となっています。 

しかし、連合が５月１０日公表した第５回回答集計によれば、１、０３４組合、８４

万人の集計で、２０１３年夏季一時金の加重平均は６４９、１７４円（前年実績６５４、

１８１円）、月数では２．０９か月（同２．１０カ月）で昨年より金額で４、９９３円、

http://www.keidanren.or.jp/policy/2012/038.pdf
http://www.keidanren.or.jp/policy/2012/038.pdf
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月数で０．０１ヶ月下がっています。連合の交通運輸関係は４８８、６４４円（前年実

績４８４、６６１円）、月数では２．６８か月（同２．５６カ月）で昨年より金額で３、

９８３円ですが月数では０．１２ヶ月下がっています。 

国民春闘共闘が６月２５日発表した第２回集計によると、７８１組合中４３３組合に回答が

あり、加重平均で７２６、８９２円（前年実績６８８、７８４円）となっており前年同期金額

を３８、１０８円上回っています。 

 

４ たたかいの総括 

今年度の全港湾の夏季一時金は、全体で昨年妥結額より平均３、２０４円上回りました。港

湾では平均３、９５０円上回っています。トラックは平均で１２、５４０円上回りました。闘

争分会全体の妥結額は４４６、００６円となっています。 

政府の賃上げ要請に業績反映は一時金に反映させるとした財界の意向がだされました。しか

し、一時金の増額は輸出関連の大手企業の正社員にたいしてだけでした。安倍政権の経済政策

は民間中小、運輸関係などに働く労働者の一時金にはまったく無関係でした。わたしたち労働

者にとって、たたかう体制がなければ、賃金、一時金の引き上げはできません。 

 

Ⅴ 主な闘争課題の取り組み 

１ 合理化反対、雇用保障闘争 

(１) 各地方で合理化反対闘争を取り組んでいますが、全国的なたたかいはありませんでした。 

(２) 中央本部のもと１３支部１５事業所で労働者供給事業を行っています。そのほか５支部で労供

事業を行っています。中央本部と支部を合わせて、供給事業者が７５社、供給対象組合員が月

平均７７５人（常時供給組合員４１３人、臨時供給組合員３６２人）となっています。介護家

政職支部としての労働者供給事業は３事業所１７１名となっています。 

(３) 労供対策会議 

５月３０日労供対策会議を開催し、中央本部労供事業の経過、労供労組協の取り組みの経過

について報告を行い、厚労省職種分類・職業名改訂に伴う中央本部許可取得職種の再編につい

て確認しました。また、次年度の労供対策会議の取り組みと会議の設定についてまとめました。 

(４) 介護家政職支部のたたかい 

① １１月１６日、中央本部、関東地本、介護家政職支部による厚生労働省老健局交渉を行い、

介護労働者の処遇改善を求めました。 

② ３月７日、中央本部、関東地本、介護家政職支部による昨年秋から継続となっている課題

について、厚生労働省老健局交渉を行いました。交渉では、介護家政職支部が主張してき

た賃金率に対し、概ね同数値の認識にあることが厚労省は答弁し、従来から報告されてい

た経営実態調査を基にした数値との差異について、調査すべきとの追及を行いました。ま
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た、今後も、具体的内容を精査し、意見・情報交換の場として継続していくことを確認し

ました。 

 

２ 労働者の権利確立と組織攻撃に対するたたかい 

(１) 沖縄地本沖縄セメント分会のたたかい 

① ２０１０年１２月冬季一時金交渉拒否・不当労働行為からストライキに至った案件で１２

年８月１３日沖縄県労働委員会にてあっせん案受諾、９月４日那覇地方裁判所にて和解成

立し、係争中のすべての闘争終結となりました。和解内容は、「１．団体交渉の円滑化、２．

相互信頼関係の構築努力、３．全ての紛争の終局」です。 

② １２年冬季一時金交渉において、沖縄地方本部は冬季一時金に多大な影響を及ぼしている

査定項目及び査定方法について事前開示を求めるも、会社は「会社の裁量権」「判例がある」

と繰り返すばかりの不誠実団交を繰り返すため、３月２２日沖縄県労働委員会に不当労働

行為救済申立を行いました。会社の一方的な人事考課による個々人に対する賃金差別と非

開示、自己査定と会社による査定の間に大きな乖離がある問題や査定の明確な論拠等、明

らかな賃金差別であり、昨年の和解内容にある団体交渉の円滑化及び相互信頼関係の構築

努力を真向否定するものであります。 

(２) 東京支部浪速通運分会解雇撤回闘争の全面勝利について 

浪速通運㈱に就労する４名の労働者は社内労組に限界を感じて２００８年９月に全港湾東

京支部に加入しました。翌日に加入通知と団体交渉を申し入れると、その１週間後に嘘の理由

で４名は突然解雇されました。 

裁判闘争において平成２２年８月２６日に東京地裁から「不当労働行為性を判断するまでも

なく解雇権の濫用として無効である」と判決が下り、その後の控訴審でも東京高裁は会社側の

控訴棄却として地裁判決が維持され、そして最高裁では平成２４年２月９日「上告審として受

理しない」として解雇無効が確定しました。 

その後職場復帰についての団体交渉を進めるものの、交渉を積み重ねるが、なかなか解決に

至らず、最終的には平成２５年４月１５日にトップ交渉をおこなう事となり、労組側は全港湾

中央本部伊藤委員長と東京支部都澤委員長で会社側は社長と管理本部長付が出席して交渉が

行われました。最後は伊藤委員長と井口社長との交渉となり謝罪・原職復帰・解決金等で基本

合意に至り、協定書の調整などをへて５月３１日付で本協定を締結して浪速通運解雇争議はす

べてにおいて解決することとなりました。 

６月１６日付で浪速通運東京支店へ復帰して、７月１日より大型トラックドライバーとして

就労しています。 

(３) 四国地本丸久分会のたたかい 

全港湾四国地方直轄丸久分会は、２０１０年９月２７日に一人分会として結成しました。結
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成後３回の団体交渉を行いましたが、奥村組合員は、２０１０年１２月１日にトラック全損事

故を理由に普通解雇処分されました。 

解雇を受け、２０１１年２月１０日に松山地裁西條支部に地位確認請求訴訟を申し立てまし

た。しかし、２０１３年５月１５日の判決は、原告の請求を棄却するというものでした。判決

内容は、年間６０００時間近くに上る総拘束時間や過重労働よる蓄積疲労について全く考慮せ

ず、事故の重大性のみに焦点を当てた不当判決でした。 

四国地本はただちに高松高裁に控訴しました。控訴に当たり、過重労働による蓄積疲労の回

復の度合いや、蓄積疲労状態での注意力の低下などの医学的意見書を提出します。また、２０

０９年１０月に関西支店で過労死事件を起こしたにもかかわらず、なんら業務改善を行わなか

った結果、２０１２年４月に長時間労働などで、運輸局から運行停止処分を受けたことなど、

丸久という会社がいかに悪質企業であるかを主張することで勝利に導く方針です。 

(４) 中国支部三同分会の組合差別・不当労働行為に対するたたかい 

２００９年１２月１２日２１名で全港湾に加入した三同分会は、２０１０年６月から団交拒

否、配車差別の不当労働行為救済申し立てをたたかい、１２月には労働協約順守と配車差別是

正について確認をしてきました。そして、これまでの配車差別で生じた不利益に対する「差額

請求訴訟」を行ってきましたが、今年６月４日で１６回目の審理を終えました。 

裁判所は１３回目の審理から和解を提案してきました。組合員は「不当労働行為救済申し立

ての和解後も労使協定や労働法規を守っていない会社の姿勢」に対する不信が根深く、７月８

日の裁判所の和解にたいする双方の意向確認では、労使双方が和解を受託しませんでした。８

月２１日から尋問が開始されることになります。 

職場では業務に使用した通行料金の１９％を無断で賃金から控除し、一時金算出に際して年

次有給休暇を取得した日数を欠勤とするなど不利益扱いを強行しています。また、組合員が業

務遂行上の安全確保措置を求めると「車から降りろ」と威圧するなどの労働基準法違反も相次

いでいます。夏季一時金要求での団体交渉の中で事実関係を具体的に把握した後に、新たな法

的対応も準備する予定です。 

(５) 大阪支部多摩物流分会のたたかい 

２００７年１０月、組合結成当初は、事前協議同意約款の締結し、統一集団交渉出席するな

ど労使関係がスタートしました。しかし２００８年夏季一時金より弁護士だけが団交に出席し、

不誠実団交を繰り返すようになり、２０１０年春闘、同夏季一時金、同冬季一時金は不誠実な

団交姿勢の結果合意に至らず、冬季一時金の団交途中で弁護士が退席し、その後、団交拒否を

繰り返すありさまでした。 

そのため組合は、荷主のヨドバシカメラに対して要請行動をおこなったところ、「会社の信

用を傷つけた」として組合員４名全員、１週間の出勤停止懲戒処分を強行しました。組合は、

大阪府労働委員会に対して不当労働行為救済申立、大阪地裁に懲戒処分撤回の裁判を提訴しま
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した。 

２０１２年１０月、大阪地裁で懲戒処分撤回の完全勝利和解を実現し、２０１３年４月、大

阪府労働委員会は、組合の主張を全面的に認め、会社に対して不利益取扱、団交拒否、支配介

入の不当労働行為の救済命令が出されました。現在、会社が府労委命令を不服とし中労委に上

げましたが、荷主ヨドバシカメラへの行動を強化し、全面解決に向けて奮闘中です。 

(６) 大阪支部日渉分会のたたかい 

２０１２年８月、大阪と滋賀の営業所に所属しているキャリアカー運転手４名と配車係２名

で分会結成通告をした途端に、群馬県太田市に本社がある会社は猛烈な組合つぶしの攻撃を加

えてきました。 

配車係には、通勤時間片道２時間から３時間もかかる配置転換を強行し、配転先では、配車

の仕事を奪い、監視カメラのもとで電話番などを押し付けています。運転手の組合員には、徹

底した配車差別で干し上げ、一月５万円から１０万円の収入ダウンを強いています。さらに会

社は、ささいなこと、言いがかりに近いことで（例えば、本社に直行せよと指示したのに、営

業所に立ち寄ったことは、業務命令違反）、懲戒処分の警告書を乱発しています。さらに形式

的な団交を繰り返し、本年３月からは団交拒否に至りました。 

組合は、大阪府労働委員会に対して不当労働行為救済申立を行うと同時に、残業代請求裁判

を取り組んでいます。本年３月には４８時間ストを打ち抜くと同時に、荷主であるスバルが黙

認している違法積載車の摘発行動など群馬県現地における波状的な抗議行動を続けています。 

(７) 神戸支部姫路伊藤分会のたたかい 

２００９年９月３０日、「組合つぶし」を目的とする会社の偽装解散により、神戸支部姫路

伊藤分会の仲間が不当にも解雇されてから、３年９カ月が経過しました。伊藤運輸は組合つぶ

しのために、それまでの「伊藤運輸」という会社を偽装解散し組合員を排除したうえで、「イ

トウメタル」という別会社を設立し、「伊藤運輸」が行っていた事業を「イトウメタル」に採

用した非組合員で営んでいます。 

この不当解雇に対して、神戸支部では兵庫県労働委員会に「不当労働行為救済申立」を行う

とともに、同年１２月には神戸地方裁判所姫路支部に「地位確認請求訴訟」を提起しました。 

そして、２０１３年６月２６日一審判決が出されましたが、偽装倒産であることを認めず「企

業の真実解散に伴う解雇は有効」として、組合側の主張に対し「請求棄却」という反動判決で

した。このような、偽装倒産による組合つぶしを容認するならば、たたかう労働組合に対する

攻撃はますます拡大することになります。神戸支部と姫路伊藤分会はすぐさまイトウメタル前

での抗議闘争を再開しています。地域共闘の拡大、高裁での闘争、地労委でのたたかいなどあ

らゆる場でのたたかいを展開し、組合員全員の解雇撤回を求めていきます。 

 

３ 労災職業病防止と福利厚生の充実 
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(１) 労災職業病対策会議 

   ５月２１日、２２日、労災職業病対策会議を開催しました。議題は、①コンテナクレーン逸

走防止対策の徹底の概要、②港湾における保安対策の経過、③全国港湾安全専門委員会経過確

認を中心として、次年度方針の補強を取りまとめました。 

(２) 港湾労災防止経過 

   平成２４年度は、第１１次労働災害防止計画の最終年度であり、休業４日以上の死傷者数は

１５６人となり、第１０次最終年度の平成１９年の１９８人との比較で約２１％、前年の１７

９人との比較でも約１０％減少しました。死亡者数は４人となり、死亡・重篤災害の撲滅まで

に至っておりません。一方、港湾貨物運送事業で、健康診断の有所見率は５６．９％と３年続

けて減少しています。 

 

４ 国民的制度政策要求 

（１） 労働法制の改悪の動き、５・１５集会の取り組み 

５月１５日「首切り自由は許さない」（日航争議支援共闘等）の取り組みが行われました。

「首切り自由は許さない」という１点での共闘が実現し、全労連・全労協・東京地評などが一

同に結集、７００名が結集しました。 

同じ５月１５日、労働弁護団主催の「解雇規制の規制緩和」に反対する集会が２００名の参

加で開催され、労働弁護団、連合などから報告を受けました。「不当解雇に対する金銭和解を

容認」、「解雇の自由」をもたらす規制緩和に反対するたたかいは、労働弁護団の呼び掛けによ

り、ナショナルセンターの枠を超える広がりを見せています。 

 

５ 反戦、反核、平和と民主主義、環境を守るたたかい 

２０１１年３月の福島第一原発事故から、脱原発１０００万人アクションなどの運動に参加

し、脱原発の取り組みを進めてきました。そして、秋年末闘争では、「脱原発社会をめざす労

働者実行委員会」に加わり、多くの労働組合に脱原発のたたかいへの結集を呼び掛けてきまし

た。また、オスプレイ配備反対のたたかい、５・１５沖縄平和行進など反戦平和のたたかいを

進めてきました。今後とも脱原発や反戦・平和の課題での共闘、共同の取り組みの拡大が必要

です。全港湾としての取り組みは以下のとおりです。 

(１) 脱原発のたたかい 

① ９月３０日、水戸市においてＪＣＯ臨界事故１３周年集会が開催され、東北地方２０名、

関東地方４名、中央本部１名が参加しました。 

② １０月１３日、さようなら原発１０００万人アクション日比谷野音集会が開催され関東地

方１０名中央本部４名が参加しました。 

③ １１月２０日「脱原発社会をめざす労働者実行委員会」の発足集会が開催され本部から３
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名が出席しました。 

④ １２月７日、８日、もんじゅを廃炉に全国集会が開催され、日本海地方３名、関西地方２

名、中央本部１名が参加しました。 

⑤ 「脱原発社会をめざす労働者実行委員会」により１２月１４日、脱原発映画上映会が開催

され、「原発の町を追われて」（制作：堀切さとみ氏）が上映されました。関東地方７名、

中央本部２名が参加しました。 

⑥ ２月１５日、脱原発労働者実行委員会主催の「福島とつながる２・１５労働者集会、原発

NO！憲法Yes！」が教育会館大ホールで開催され４８０名が参加し、全港湾からは関東地

方１３名、中央本部２名が参加しました。集会では鎌田慧氏が講演をおこなうとともに、

各職場から「脱原発職場宣言」を出していこうとの運動の行動提起がおこなわれました。 

⑦ ２月２３日、２４日、原発災害を忘れないために、福島の実態を知るために「福島フィー

ルドワーク」が全国一般や全日建とともに取り組まれ、福島市渡利地区～三春町～いわき

市、広野町、楢葉町を訪れました。全港湾からは関西地方２名、四国地方１名、九州地方

２名、東北地方３名、中央本部２名の計１０名（＋地元参加者）が参加しました。 

⑧ ３月９日、「つながろうフクシマ！ようなら原発大集会」が東京・明治公園で開催され関東

地方１６名、中央本部４名が参加しました。 

⑨ ３月１１日、東日本大震災・福島原発事故から丁度２年目の日、「つながろうフクシマ！さ

ようなら原発講演会」が東京・大井町のキュリアン大ホールで開催され関東地方７名、中

央本部２名が参加しました。 

⑩ ３月２３日「原発のない福島を！県民大集会に」が福島市で開催され、関東３名、中央本

部２名、東北地本６０名をはじめ、四国、沖縄などから参加しました。 

⑪ ４月６日、７日反核燃の日全国集会が開催され、東北地方から２名が参加しました。 

⑫ ６月２日「６・２つながろうフクシマ！さようなら原発集会」が芝公園で開催され、関東

地方から１５名、本部から４名が参加しました。 

(２) 反戦反基地闘争 

① １１月４日、オスプレイ配備抗議集会が東京・芝公園で開催され、１１月５日開催の青年

対策会議に出席する青年部メンバー等１６名と中央本部２名が参加しました。集会には４

０００名が結集しました。 

② １１月９日、山口県山口市で第４９回護憲大会が開催され、関西地方から２名、中央本部

１名が参加しました。 

③ １１月３０日、１２月１日、食とみどり、水を守る全国集会が開催され、関西地方から２

名が参加しました。 

④ １２月２３日、「オスプレイ配備反対！米兵による凶悪事件糾弾！怒りの御万人大行動」が

沖縄県宜野湾市内で開催され３、０００人が参加しました。中央本部からは伊藤委員長が
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参加しました。 

⑤ １月２７日、「オスプレイ配備撤回！普天間基地の閉鎖・撤去！県内移設断念！ＮＯ ＯＳ

ＰＲＥＹ 東京集会」が日比谷公園でおこなわれ４０００名が結集しました。沖縄からは

全４１市町村長及び議員等が総上京、オスプレイ配備の撤回、普天間基地閉鎖・撤去を強

く訴えました。関東地方２０名、沖縄地方１名、中央本部５名、計２６名が参加しました。 

⑥ ４月２４日沖縄平和行進事前学習会が行われ、山内参議院議員、藤本平和フォーラム事務

局長の講演を受けました。関東地方から１６名が参加しました。 

⑦ ５月１６日～２０日沖縄平和行進がおこなわれ、全港湾から６２名が参加、全日建や全国

一般など三単産全体で８５名の参加となりました。 

 

Ⅵ 港湾労働者のたたかい 

１ 制度政策要求と要求の特徴 

（１） 全国港湾は１月２１日、２２日の中央委員会で「１３年度労働条件改善に関する要求書」

と「港湾政策並びに労働政策にかかわる申し入れ書」の二本の要求を決定し、１月３０日

第１回中央団交において提出しました。労働条件改善の要求として労使交渉課題と政策課

題申し入れとして労使で取り組みが必要な政策課題をわけて提出することで、交渉の争点

を明確にしました。 

（２） 「１３年度労働条件改善に関する要求書」について、全国港湾は第１回団交から「適正料

金支払い」を賃上げで検証することを主張しました。統一労働協約の労働条件への適用と

労働条件の引き上げをめざし、６５歳定年、地区団交権、週休二日制の全国適用、港湾労

働法の全港全職種適用などの項目が要求となりました。また、これまでの継続交渉となっ

ている件については、継続課題として各委員会の進捗状況をふまえ、中央団交で追及する

姿勢を明確にしました。 

（３） 「港湾政策並びに労働政策にかかわる申し入れ書」は認可料金、港湾労働法全港全職種適

用、港湾運営会社、アスベスト対策、海コン安全運送法等の政策課題で、労使だけで解決

できない案件です。業側の姿勢をただすとともに労使の協力の必要性を訴えています。 

 

２ たたかいの経過 

（１） ２月２８日第２回中央団交が開催され、業側は要求に対して「責任をもって回答できるも

のが少なく、日港協として確約できない項目が多々ある」として、検討できる項目は「福

利厚生分担金問題」だけであると回答しました。そして、労使構成の協議機関で協議すべ

きものとして「①労使政策委員会で扱う項目②既設の専門委員会などで扱う項目」とし、

定年延長、時間外割増は個別企業が対応するもので中央団交での交渉対象から外すことを

回答してきました。 
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（２） １３春闘中央行動として３月１４日に、全国から２００人を結集して国交省・厚労省及び

財務省への申し入れと座り込み行動を行いました。翌１５日には一班４名編成５０班で、

総勢２０４名の議員に港湾政策、労働政策に関する要請行動を行いました。そして、１１

時から約１時間、丸の内デモを貫徹しました。 

（３） ３月１４日第３回団交が開催され、業側は前回同様「労使協議のあり方」による項目の整

理の仕方を発言するのみでした。組合はこの回答に抗議し、行動の留保（ストライキの予

告）を通告しました。 

（４） ３月２７日の第４回団交で業側は、定年延長や港労法問題、地区協議体制などで若干前進

するニュアンスの回答を示したが、組合は不満とし３月３１日始業時から４月１日始業時

までの就労拒否を通告しました。 

（５） ３月２９日、ストを前にして第５回団交が行われました。業側は、適正料金収受の指導を

徹底すると重ねて回答したうえで、定年延長、港労法問題、地区協議体制などで一定の前

進を示しました。組合は「前進した回答と評価するが、適正料金収受による賃上げへの反

映は不十分」と反論しました。しかし、不満ながらも業側の回答に一定の評価をしたうえ

で、今後の賃金交渉における企業側の誠意ある交渉を求めて３月３１日のストライキを４

月７日に延期することとしました。 

（６） ４月３日第６回団交において、業側からの「福利厚生分担金の５０％回復、石綿被害での

国への責任追及」の回答に対し、組合から「産別制度について労使の了解点に達したが、

料金収受に関する確認の検証を個別賃上げで行っていく」と返答しました。その上で組合

から「ａ.４月７日のストライキは解除しないこと。ｂ.地区協議体制とは団体交渉と解釈し

ていること。ｃ.港労法全港全職種適用についての業側のさらなる理解が必要であること」

と回答しました。 

（７） ４月５日全国港湾は港運同盟と合同戦術会議を開催し、各単産の賃上げ動向をふまえ、４

月７日のストライキ解除を決定し同日日港協に通知しました。４月１５日の全国港湾と港

運同盟との合同戦術会議において、４月３日付で日港協との仮協定を調印することを確認

しました。 

（８） ５月８日に全国港湾と日港協の間で本協定を調印しました。同日日港協は「２０１３年度

港湾労働組合との春闘協定にかかわる対応について」として、全国の地区港運協会長宛に

適正料金収受、支払いに関する要請文を出しました。 

 

３ 港湾年金登録について 

（１） ２０１０年春闘で新規登録を確認してから、具体的登録の実施を求めてたたかってきまし

た。２０１２春闘で登録の再再確認をしたうえで、１１月２９日安定協会に港湾年金制度

運営委員会および年金制度運営小委員会が設置され、２０１３年１月２５日に港湾労働者
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年金制度規定の改正を確認しました。２月１日より年金登録作業がすすめられています。 

（２） 各地方で、各企業での労使合意の上、年金登録の準備をすすめてきました。今春闘前段か

ら各地区で雇用対策委員会を開催し、年金登録申請を行いました。 

（３） ４月２４日第４回年金制度運営小委員会が開催され、２００２年に全港湾に加盟した東北

地方ひたち支部１９１名の新規登録も承認されるなど、７６事業者、２、８４３名の新規

登録が確認されました。加入承認日、登録日は５月１日付です。 

（４） ７月３日、第５回年金制度運営小委員会が開催され、４月１１日～６月１０日までの申請を

審査し、鹿島港湾（関東地方鹿島港分会）１０７名が新規登録されるなど、１５２社４、０６

６名が規定を満たしていると確認、７月１０日付登録としました。また、地区雇用対策委員か

らの要望で登録申請の期間について検討し、「①登録申請期限の変更は行わない。②期間内に申

請が困難な場合は７月３１日まで困難な理由を報告したうえで、２０１４年１月３１日まで申

請する。登録の扱いは７月３１日までに申請があったものとして扱う」ことを確認しました。 

（５） 港運事業者における年金適用から漏れた労働者の対策もすすんでいます。全日検は４月３

日の中央交渉で、港湾年金に該当しない組合員に対し港湾産別協定の５８条６項港湾年金

規定の中に定められている「６大港および地方港における港湾運送事業の許可企業の上記

以外（=港湾年金適用対象者以外）の労働者については、港湾年金に対応した措置を関係労

使で協議して決めるものとする」という項目にもとづき、「企業として同等の措置をとる（=

年金同額分を支給する）」ことを確認しました。 

 

４ 妥結内容とたたかいの総括 

（１） 全国港湾は日港協の要求項目整理提案を跳ねのけて、要求事項の多くに具体的な回答を引

き出しました。協定書冒頭の適正料金、適正コストの支払いに関する協定について、「日港

協の指導」について「個別賃上げで検証する」として、産別協定を個別賃金交渉へ波及さ

せることができました。 

（２） 協定締結に当たって、これまでの「日港協の指導」から「傘下会員の取り組み」と変更し、

日港協加盟の各企業自身が負うべき責任として協定としました。その結果、産別協定を順

守することについての各企業の責任は、これまで以上に大きくなっています。 

（３） 定年延長について「高年齢者雇用安定法に基づき定年延長について理解し」と同法の中の

定年延長についての理解を確認し、各企業（傘下会員）は「前向きに取り組む」とともに

「港湾労働者の生活安定等環境の整備に努力する」ことが確認されました。定年延長の取

り組みの足掛かりとなる確認です。 

（４） 三島川之江港の指定港化に関する昨年の確認の中で、「特別会員」などで現状が固定化する

ことが懸念されていました。しかし、１３春闘において、あらためて三島川之江港の指定

港化について、「日港協は国交省に申し入れる」ことが確認されました。春闘協定に基づき、
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三島川之江港の指定港化に向けての取り組み強化が今後の課題です。 

（５） 福利分担金は減額した分の５０％が復活しました。港湾福利厚生は荷主・ユーザー、元請

の負担で港湾の福利厚生を充実させる基金制度です。本来港湾の福利厚生の充実にはもっ

と基金の拡大が必要です。福利基金削減に歯止めをかけ、復活をさせていくうえでの成果

といえます。 

（６） 港湾労働法の全港全職種適用について、労使の検討委員会の中で「地方港の事業者に賛成

意見はない」との調査報告が出されるなど、港労法の適用拡大の論議は難航していました。

しかし、小委員会の中で組合側から論点整理を提案し、港湾労働法の全港・全職種適用と

現行港湾労働法の問題点の検討を整理することにより、１３春闘協定の中で「前向きに協

議する」ことの確認に結び付けることができました。今後は地方港労使の港労法に対する

理解を深めることが必要です。 

（７） 地区協議体制について、東日本地区の北海道、東北、日本海における当事労使の協議体制

を継続することとしました。まとめの団交で、全国港湾から「地区協議と言っても組合と

しては実質団交として判断している」との見解を明確にしました。地方における地区団交

について、産別協定の第３条「団体交渉権は、必要な地区においても確立する」との確認

にもとづく取り組みが必要です。 

 

Ⅶ 海コン・トラック労働者のたたかい 

１ 海コン・トラック対策の取り組み 

（１） 全港湾海コン・トラック対策会議 

① １１月２８日～２９日、第１回合同対策会議を開催し、「①海コン安全運送法の国会審議経

過、②国際コンテナの収納（積み付け）に関するガイドライン改正専門家会合経過、③海

コン陸上輸送のための検討会経過、④各地方報告」を受け、秋年末から２０１３年春闘に

かけての各地方運輸局要請案の作成を行いました。また、海コン部会として、全国港湾へ

の取り組み方針について確認しました。 

② ４月１６日～１７日、第１回合同対策会議を開催しました。１６日は合同会議議題として、

各地方運輸局要請の経過報告と新高速乗合バス制度の問題点について議論した。また、全

国統一での各地方整備局交渉（４５Ｆコンテナ条件緩和）を確認しました。 

③ １７日は国交省自動車局、道路局を中心とした要請行動を行い、各地方での要請行動の経

過、現状の問題点について、要請しました。 

④ ６月４日～５日、第１回海コン対策会議を開催しました。４日は自動車局安全政策課との

意見交換を行い、「海上コンテナの陸上運送に係る安全対策会議」が設置され、「国際海上

コンテナの陸上における安全輸送ガイドライン（案）」、「国際海上コンテナの陸上における

安全輸送マニュアル（案）」の修正検討の中身と、今後モデル港を選定して「モデル発見是
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正要領ワーキンググループ」を設置し、ガイドライン案・マニュアル案のフォローアップ

をしていくことの説明及び意見交換を行いました。また、各地方整備局交渉経過報告を受

け、４５フィートシャーシ問題について、引き続き注視していくこと、関西地方で要請行

動を行ったシール切り等の実態について全国的に調査をおこない、問題が把握できたら、

是正要請を一斉におこなっていくことを検討していくことを確認しました。 

（２） 海コン安全運送法制定について 

２０１０年３月に閣議決定され、国会提出後、審議未了、廃案となり、２０１２年３月一部

修正を加え、閣議決定されましたが通常国会では審議未了、秋の臨時国会に継続審議となる中

で期待を寄せていた中、１１月１６日衆議院解散により、廃案となりました。この間、９月の

自動車局概算要求説明会や、１０月には自動車局長への三役による具体的な法案成立に向けて

の要請を行うとともに、１３春闘時に全港湾としての要請行動、全国港湾申し入れ行動を行い

ました。 

（３） 国交省自動車局・海コン陸上輸送のための検討会・経過 

① 平成２４年度は国交省主催で計３回の検討会が開催され、目標であった「海コン安全輸送

マニュアル（案）」が作成されました。 

② 国土交通省は、海コンの安全対策を引き続き推進するため、関係者間の協力によって進め

る取り組みの検討・実施・フォローアップを目的として「国際海上コンテナの陸上輸送に

係る安全対策会議」を設置し、第１回５月７日、第２回６月１１日と全港湾から参加しま

した。 

（４）国際ルールの動向について 

１０月９日国際コンテナの収納（積み付け）に関するガイドライン改正専門家会合に向けた

準備説明会が国交省で開催され、全港湾から１名参加しました。また、６月４日には国交省自

動車局と全港湾海コン部会の意見交換が行われ、国際海上コンテナにかかる国際ルールの動向

について、説明を受けました。現在協議している国際ガイドラインの改正作業は、２０１３年

１１月の第４回専門家会合を経て、２０１４年度中にＩＭＯ、ＩＬＯ、ＵＮＥＣＥにおいて承

認手続き終了後、２０１５年度発行予定を目指しています。また、ＳＯＬＡＳ条約改正作業は

２０１３年９月頃ＩＭＯの小委員会において内容を確定し、２０１４年１２月頃承認手続きが

行われた後、２０１６年１２月頃にＳＯＬＡＳ条約発効予定となり、コンテナ１本毎の所定の

測定方法に基づく正確な重量情報提供を荷送人から船長に対して義務付ける予定となってい

ます。 

 

２ 交運労協トラック部会 

（１） ８月７日第５回トラック部会が開催され、２０１３年度活動方針案について確認しました。 

（２） １１月２１日、自動車局の｢自動車運送事業に対する監査のあり方に関する検討会｣の｢中間
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とりまとめ｣の報告並びに意見交換会が開催されました。 

（３） １月３１日第１回トラック部会が開催され、１３年度の政策課題及び政策要求について議

論しました。 

（４） ４月３日、国土交通省において、交運労協「２０１３年政策・制度要求」の総合要求につ

いて総合政策局交渉を行い、全港湾から１名が参加しました。全港湾から喫緊の課題とし

て、国際海上コンテナの安全輸送対策について、特に国際安全輸送ルールの徹底と安全運

送法の早期制定と国内法の整備について要請しました。 

（５） ４月１０日、国土交通省において、交運労協２０１３政策・制度要求の自動車局交渉を行

い、全港湾から１名参加しました。交渉では、「参入要件審査の強化と最低車両台数規制の

見直し」、「トラック運送業に対する緊急措置の徹底」、「適正運賃の収受に向けた対策」「国

際海陸一貫運送コンテナの安全運送」などに関する質問や要請を行いました。全港湾から

は、特に．国際海陸一貫運送コンテナの安全運送法について早期制定を求めるとともに、

日・中・韓三国間シャーシ相互乗り入れの問題点についても要請しました。 

 

Ⅷ 組織ならびに連帯の強化と拡大 

１ 組織の動向 

（１） ２０１２年８月以降２０１３年７月の中執までの新規分会結成と消滅組織は、次のとおり

です。１２分会を新たに組織し、２０３名の組合員が加入しました。しかし、退職、企業

閉鎖などで１８分会が消滅し、５１名が脱退しました。差し引きで、分会数は６分会減少

しましたが、加入が脱退を１５２名上回っています。 

（２） ２０１２年７月１日現在で１０、６４１名の組合員が中央登録されていましたが、２０１

３年７月１日現在では１０、５８６名になりました。組織全体では５５名の減少です。年

齢構成上大きな人数を占めていた「団塊の世代」の大半が、継続雇用の年齢もすぎて、職

場を離れています。組合員の確保と運動の継承のためにも、さらに組織拡大に努力する必

要があります。 

 

２ 組織の強化 

（１） １１月５日各地方１名の青年部が出席で青年対策会議を開催し、青年対策交流会議の準備、

青年活動全般の意見交換を行ってきました。２月１６日～１８日徳島で第１６回青年対策

交流会が開催され７４名が出席しました。 

（２） 第４８期中央労働講座第１講座を６月６日から３日間開催し、３６名が参加しました。組

織拡大の入門講座が中心で講師を全て常任で行い、グループ討論に常任と教宣副部長が参

加しました。第二講座は１１月、第三講座を２０１４年６月に予定し、同一の出席者で取

り組むことを確認しています。 
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（３） 港湾労働を月１回、１２号発行し、ＦＡＸニュースは秋年末闘争、春闘など現在１８号ま

で発行しています。また、全港湾メールマガジンは２０１１年１２月１日から始め、現在

４４号まで発行しています。ホームページは、現在年間２０万アクセスに増加し、６月７

日に１００万アクセスを突破しました。 

 

３ 組織拡大の取り組み 

（１） 組織拡大を重点課題として取り組んできました。組織拡大の体制づくり、計画検討、組織

拡大基金の活用などについて組織部会（１０月３日第１回組織部会～７月１２日第６回組

織部会）を開催してきました。全地方から組織拡大計画書が提出されました。まだ、結果

につながってはいませんが、組織拡大の取り組みは始まっています。 

（２） 組織拡大キャンペーンのために、組織拡大ビラ６種類中３種類を新たなデザインに変更し、

組織拡大用桃太郎旗は新たに２種類作成しました。また、関西地本では、新たなビラを作

成するなど取り組みが行われました。しかし、駅頭ビラ配布などこれまでの手法ではなか

なか反応がないなどの指摘もあり、今後の取り組みについて再検討が必要です。 

 

４ 共闘の強化 

（１） 全国港湾の連合体化について 

全国港湾は連合体となって５年になります。運営上は｢具体的取り組みに関しては全体の

合意を前提とする機関運営｣（全国港湾２０１２年度運動方針案より）として、組織上は従

来の運動を踏襲していますが、組織強化として２０１０年より委員長専従体制をとってい

ます。２００４年度以降は、闘争資金を取り崩しての財政運営が続いてきましたが、２０

１１年春闘で福利厚生対策費２０００万円を確保し、当面の財政確立をしています。 

２０１２年の大会と１３年中央委員会で、全国港湾は会費による財政の確立をめざし、

２０１３年７月からの会費値上げを提案しました。本年度の全国港湾第６回大会での議題

の一つとして、会費問題が討議をされることになりますが、全国港湾の財政は、港湾産別

運動をどう発展させるのか、各単産の専従と全国港湾の専従の協力体制を踏まえ、全国港

湾の役職員体制をどうするのかなどをベースに検討されなければなりません。 

（２） 全国港湾、海員組合、港運同盟による海港労協が結成されて４年目です。しかし、昨年か

らのＩＴＦ福利基金還元をめぐる調整不調から、７月２日からのＦＯＣ、ＰＯＣ第９１次

キャンペーンについても取り組みはできていません。海港労協の幹事会も開催されておら

ず、港湾・海員の共闘強化、港湾労働者の国際連帯としてのＰＯＣキャンペーンの取り組

みの強化という点から早期の解決が求められます。 

（３） 交運労協について 

２０１２年９月１６日、２０１３年政府概算要求要請行動として海事局・港湾局交渉が
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おこなわれました。国交省から予算概算要求概要が示されました。政策要求については２

月１９日の幹事会で決定し、３月１４日に国土交通省に提出しました。 

１０月４日、交運労協総会が開催され、交通基本法の早期制定を求める等の運動方針を

採択し、役員選出では伊藤委員長が交運労協副議長に選出されました。 

３月８日、交運労協春闘決起集会が開かれ、関東地方から１１名、中央本部から４名が

参加しました。５月２９日、３０日熱海市で第１９回交通政策研究集会が開催され、中央

本部常任全員が出席しました。 

（４） 全港湾、全国一般全国協、全日建の三単産は、福島フィールドワークの実施など脱原発の

取り組みを共同で進めました。また、沖縄平和行進の事前学習会をおこない、沖縄平和行

進を共同で運営するなど運動の広がりをつくるようにしてきました。また、４月３０日、

徳島でメーデー前夜祭を開催しました。 

 

５ 国際交流、連帯行動 

（１） ＰＢＨ勝利集会 

２０１２年１１月、ＰＢＨ（パシフィック・ビーチ・ホテル）社より ILWU（国際港湾

倉庫労組）に対し、１３年１月よりホテルの運営管理を Highgate Hotels LP 社に委託し、

従業員は全員転籍する旨の予告を受け、直ちに ILWUと交渉委員会は会議を行いました。

そして、１２月２９日 ILWU とHighgate社は労働協約の内容について合意に達し、延べ

１０年以上に渡った闘争が全面解決しました。この報告を受け、全港湾の要請で現地ハワ

イより書記長及び現地担当者２名が４月２６日日本での PBH 争議解決報告集会に参加し

ました。この間、ILWUの来日報告集会や旅行業協会要請行動、署名活動を通じて国際連

帯し、２度に渡る日本からの訪問団派遣による現地激励連帯行動を展開してきました。日

本の労働組合の垣根を超え、日本においても多くの争議支援の輪が広がりました。まさし

く労働者が団結してたたかって掴み取った勝利であり、日本の不当労働行為でたたかって

いる多くの仲間にも勇気が湧いてくる勝利であります。 

（２） 中国海員建設工会訪日団 

７月２２日～２６日、中国海員建設工会代表団５名が訪日し、全港湾との友好連帯を深

めました。全港湾と中国海員工会は１９５３年から友好交流関係を築いて、不定期ですが、

相互に代表団を派遣し、相互理解、友好連帯を深めています。今回は２０１０年につづい

て７回目の訪日代表団となりました。 

（３） 国際会議への参加 

① ９月２０日～２５日にかけて、ＩＬＷＵハワイ支部大会に伊藤委員長が招待され参加しま

した。 

② ９月２４日～２９日、交運労協のベトナム訪問団に松本書記長が参加しました。 
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③ 安定協会海外労働事情視察１１月４日～１１日の日程でおこなわれ、イギリス、イタリア

等を訪問し真島書記次長が参加しました。 

④ １１月４日～１３日、ニュージーランド海事労働組合（ＭＵＮＺ）定期大会に伊藤委員長

が出席しました。オークランド港では、民間運営会社が組合員ほぼ全員を解雇し外部に業

務委託する動きがありましたが、ストライキで撤回させています。しかし、スト破りの派

遣労働者の労働組合がつくられ、ＭＵＮＺ組合員に対する労働条件の切り下げ攻撃が続い

ています。 

⑤ ５月１２日～１８日、ITF アジア太平洋地域総会（香港）が開催され、全港湾からは松永

副委員長、真島書記次長が参加しました。 

以 上 


